
１ 財政に関する取組

地方公共団体の予算の執行状況や財務状況の実態を把握し
ている強みを活かし、財政課題解決に向けた官民連携手法の活
用を支援するなど、地方公共団体の健全な財政運営に寄与して
います。
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概要 取組の成果

財政融資業務を通じて把握した地方公共団体の
課題解決に向けた取組をサポート

財政融資業務を通じて把握した地方公共団体が抱える課題解決に向け、財務局のネットワークを活用して
「地域課題解決サポートセミナー～人口減少時代の地域交通戦略～」を開催し、先進事例などを共有。

⃝ 東北財務局及び管内財務事務所は、財政融資資金の融資先
である地方公共団体の財務状況を把握し、アドバイスなどを実施。

⃝ これらの取組を通じて、地域交通確保の課題や先進事例の情報
ニーズを把握。

⃝ 全国的な情報を有する財務省理財局及び地域公共交通に専
門性を有する東北運輸局と連携し、東北6県の地方公共団体や
事業者等を対象に、国の施策や先進事例の情報共有を目的と
したセミナーを開催。

⃝ 東北運輸局から、交通空白の解消に向けた国の支援策などを、
財務省理財局から、地域交通の課題解決に活用可能な地方
公共団体向け融資や事業者向け出資などを説明。

⃝ 東北地方の2市1町、事業者及び専門家の5名の講師から、地
域交通の現状、取組に至った経緯、地域の主体との連携、取
組の継続に向けた苦労点や財源措置などを紹介。

⃝ 持続可能な地域公共交通の確保に向けて、財源の確保や地方
財政の健全化を含めて、課題や知見の共有につながった。
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【参加者の声】
• 先進事例を基

に課題解決の
ヒントを学ぶこと
ができた。

• 事例紹介には
財政上の取組
も含まれており
参考になった。

東北財務局及び管内財務事務所

市内循環バスの利用低迷を受け、
地域の事業者と連携し、小型車
両導入や運行見直しを実施。結
果、利用者数は約6倍に増加。

(紹介事例①) 山形県鶴岡市
公共交通空白地解消のため、
住民共助組織を立ち上げ、住
民ドライバーによる運行を実現。

(紹介事例②) 秋田県三種町

地区住民組織を主体に、乗用タクシーを活用した地域公共交通
を実現。

(紹介事例③) 山形県南陽市



概要 取組の成果

公営企業課題解決支援セミナーを開催
公営企業(上下水道事業)の持続可能な経営を支援するため、先行自治体の担当者等から料金改定までの

プロセスなどを紹介いただくセミナー「持続可能な上下水道経営に向けて～料金改定の考え方と実践～」を開催。

北陸財務局

⃝ 地方公共団体へのアンケート調査に
より、公営企業(上下水道事業)の
収益改善、特に料金改定に関して
課題を抱えているとの声を多数把握。 ⃝ 参加者からは、人口減少による需要の減少やインフラ老朽化

への対応が迫る中、収益改善は多くの団体が直面している
課題であり、料金改定の実務を担当した職員の経験談等
は、非常に有益であったとの評価の声が多数。

【参加者の声】

• 基本料金と従量料金のバランスを考え、 よく練られた料金体系であると感じた。

• 市民理解のために丁寧な説明や情報公開が重要であるという点が参考となっ
た。

• 実務についてリアルな本音を聞くことができた。

• ファシリテーターの質問内容が、こちらが知りたいところを突いていた。

• 他市の事例が伺えるパネルディスカッションは特に大変参考になった。

⃝ 当日は、北陸管内の地方公共団体の実務担当者を中心に、
181名が参加。

【講演、パネルディスカッションの模様】

【セミナー案内フライヤー】

⃝ 料金改定を実施した先行自治体の
講演のほか、実務担当者の経験談
等を還元するパネルディスカッション
を盛り込んだセミナーを開催。
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概要 取組の成果

公的不動産の有効活用推進セミナーの開催
地方公共団体が抱える公共施設マネジメント推進上の課題に対する解決支援のため、国土交通省と共催

でセミナーを開催。産官学金が連携して地域の課題解決に取り組む機運の醸成に寄与。

⃝ 地方公共団体との面談等を行う中で、公共施設の統廃合や跡  
地利用等について様々な課題や悩みを抱えていることを認識。

⃝ 国土交通省のネットワークを活用し、全国の官民連携に係るプ
ラットフォーム会員等へも案内するなど、幅広く参加を募った結果、 
申込総数 約900名、うち約650名が参加。

⃝ アンケートでは9割超が「大変有益だった」「有益だった」と回答。
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東海財務局

【参加者の声】
• 事例が興味深く、内容の濃いセミナーだった。
• 金融機関として地域課題の解決に更に積極的に取り組んでいき

たいと感じた。

産官学金が連携して地域の課題解決に取り組む機運の醸成に寄与

⃝ 地域の課題解決支援に向
けた取組の一環として、会
場及びオンライン配信にてセ
ミナーを開催。

⃝ 産官学金の連携深化に向
け、地方公共団体のほか、
金融機関や民間事業者も
参加対象に追加。

⃝ 各分野から有識者を招き、
新たな事業手法を活用した
事例を紹介するとともに、
「産官学金連携で創る地域
の未来」をテーマにパネルディ
スカッションを実施。

【セミナー案内フライヤー】 【会場の様子】 【パネルディスカッション】



概要 取組の成果

財務局のネットワークを活用したまちづくり事業支援

○ 地方公共団体では、人口減少や空
き家・空き店舗の増加などの多様な
問題を抱えながら、地域資源を活か
したまちづくりを進めるためには、資金
面の調達が課題となっている。

○ これらの課題の解決策として、中国
財務局では、都市開発プロジェクト
への出資・融資のほか、地方公共団
体とのファンド設立(助成)など、まち
づくり事業を支援している民都機構
による「まちづくり支援説明会」を開
催し、支援実績を交えた支援メ
ニューの説明の場を設けた。

○ 当該説明会には、地方公共団体職
員(6団体)が参加。

【説明会の様子(R7.10.9開催)】

【Web説明会の周知用チラシ】

○ 「まちづくり支援説明会」の事後ア
ンケートで、「検討段階の事業にお
いて参考となった」と回答のあった山
口県萩市に働きかけ、3者(同市、
民都機構、中国財務局)でWeb
個別相談会を開催。

○ 検討中の事業について、民都機構
の支援メニュー活用に対する可否
など具体的な相談が行われ、同市
と民都機構が直接連絡をとれる
関係性の構築にも寄与した。

○ 今後も地域ニーズや課題を的確に
把握し、当局が有するネットワーク
を活用して地方公共団体の課題
解決支援を行っていく予定。

【個別相談会の様子(R7.10.28開催)】

【民都機構の支援メニュー説明用資料】

今後の展開

地方公共団体におけるまちづくり事業に対する支援策として、財務局が有するネットワークを活用して一般財
団法人民間都市開発推進機構(以下、民都機構)の説明会を実施。支援メニュー活用等の個別相談に繋げ
るなど、地方公共団体の課題解決に寄与。
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中国財務局



概要 取組の成果

地方公立病院 経営改善セミナーの開催

公立病院の経営が厳しい状況にあるなか、経営改善に向けたニーズに応え、理念と実務の両面から
改善に資する視点を提供し、経営改善に向けた検討や意識の高まりにつながる機会を創出。

⃝ 公立病院の経営改善に悩む地方公共
団体のニーズに合致し、全国から325名
の参加申込みがあった。

⃝ 事後アンケートでは92％が「とても参考
になった」「参考になった」と回答。

⃝ セミナーを通じて、地方公共団体が自ら
の状況に応じた課題の整理や改善策の
検討を進める契機となり、経営改善に
向けた意識醸成にもつながった。

24

四国財務局

⃝ 地方公共団体との意見交換を
通じ、公立病院の経営状況が
厳しく、改善策へのニーズが高
まっていることを把握。

⃝ この課題解決を支援するべく、財
務省理財局と共催し、公立病
院の経営改善に役立つ視点や
データ分析のポイントを提供する
オンラインセミナーを全国の地方
公共団体向けに開催。

【参加者の声】

• 「説明力」の大切さをあらためて実感し、当たり前に使っていた指標を見直す必要が
あることに気づくなど、多くの学びが得られた。

• データ分析に基づく説明が分かりやすく、自院の課題を考えるうえで理解が深まった。

• これまでのセミナーとは異なる視点があり、知らなかった点も多く、とても参考になった。

事後アンケート結果

セミナーの内容

 病院事業と一般行政のビジョン共有
や議会説明の重要性を解説

 病院の取組や課題を分かりやすく伝え
るために「説明力」の習得が不可欠

理念編：説明力
 実際のデータを踏まえ、現状分析や収

支改善に向けたポイントを解説

 過疎地域の公立病院における改善事
例や有効に活用できる制度の紹介

実務編：データ分析

とても参考になった

参考になった

どちらともいえない

あまり参考にならなかった (０%)

参考にならなかった(1%)




